
 
 
令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財

政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、４つの財政指標「健全化判断比率」

及び「資金不足比率」を算定して公表することを義務付けています。 
  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 5.3％ 25.1％ 

 
【健全化判断比率】 

１ 実質赤字比率 

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等の赤字の割合で、正の数値が赤字の割合

を示します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。 

＜早期健全化基準＞ 11.25％  ＜財政再生基準＞ 20.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額 

一

般

会

計

等 

一般会計 6,772,785 

電気事業経営記念基金会計 265 

土地区画整理清算金会計 0 

公共用地取得事業会計 0 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 16,079 

公債管理事業会計 0 

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 0 

合 計 ① 6,789,129 

標準財政規模 ② 209,609,943 

実質赤字比率（-1×①）÷② - （△3.23％） 

 

２ 連結実質赤字比率 

地方公共団体の標準財政規模における全会計を対象とした赤字の割合で、正の数値が赤字

の割合を示します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。 

＜早期健全化基準＞ 16.25％  ＜財政再生基準＞ 30.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額又は資金不足・剰余額 

一般会計等 6,789,129 

競輪事業会計 980,131 

国民健康保険事業会計 1,333,804 

駐車場事業会計 176 

介護保険事業会計 399,182 

介護保険サービス会計 500 

後期高齢者医療事業会計 477,840 

水道事業会計 8,883,878 

下水道事業会計 6,629,302 

病院事業会計 937,464 

簡易水道事業会計 0 

農業集落排水事業会計 27,641 

中央卸売市場事業会計 13,103 

合 計 ① 26,472,150 

標準財政規模 ② 209,609,943 

連結実質赤字比率（-1×①）÷② - （△12.62％） 



 
 

 

３ 実質公債費比率 

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の割

合を示し、３か年平均で表します。 

＜早期健全化基準＞ 25.0％  ＜財政再生基準＞ 35.0％ 

（単位：千円） 

項 目 令和７年度 令和６年度 令和５年度 

元利償還金 ① 23,934,488 24,527,183 25,539,461 

準元利償還金 ② 18,930,247 18,351,445 18,679,905 

① 又は②に充てられる特定財源 ③ 10,762,813 11,126,179 10,173,563 

算入公債費及び算入準公債費の額 ④ 23,908,547 22,399,537 23,016,529 

標準財政規模 ⑤ 209,609,943 203,028,710 197,591,090 

実質公債費比率（単年度） 

（（①＋②）－（③＋④））÷（⑤－④） 
4.41212％ 5.17796％ 6.31780％ 

実質公債費比率（３か年平均） 5.3％ 

 

４ 将来負担比率 

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（地方公社や第

三セクター等の負債を含む）の割合を示します。 

＜早期健全化基準＞ 400.0％ 

（単位：千円） 

項目 令和７年度 

地方債の現在高 ① 495,380,810 

債務負担行為に基づく支出予定額 ② 1,710,423 

公営企業債等繰入見込額 ③ 64,644,372 

組合負担等見込額 ④ 390,950 

退職手当負担見込額 ⑤ 57,223,016 

設立法人の負債額等負担見込額 ⑥ 0 

連結実質赤字額 ⑦ 0 

組合連結実質赤字額負担見込額 ⑧ 0 

将来負担額 ⑨（①～⑧の合計） 619,349,571 

充当可能基金 ⑩ 110,940,856 

充当可能特定歳入 ⑪ 78,487,504 

基準財政需要額算入見込額 ⑫ 383,202,365 

充当可能財源等 ⑬（⑩～⑫の合計） 572,630,725 

標準財政規模 ⑭ 209,609,943 

算入公債費等の額 ⑮ 23,908,547 

将来負担比率（⑨－⑬）÷（⑭－⑮） 25.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

【資金不足比率】 

  公営企業会計ごとにおける資金不足額の事業規模（料金収入の規模）に対する割合で、正の数値

が資金不足の割合を示します。資金不足がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。 

 

 

病  院 

事業会計 

簡易水道 

事業会計 

水  道 

事業会計 

下 水 道 

事業会計 

農業集落排水

事業会計 

中央卸売市場

事業会計 

－ － － － － － 

 

＜経営健全化基準＞  20.0% 

 

（単位：千円、比率：％） 

会 計 名 区分 

資金不足額 

事業規模 

資金

不足

比率 
流動負債等 

(又は歳出額等) 

流動資産等 

(又は歳入額等) 

解消可能 

資金不足額 
資金不足額 

病院事業会計 法 適 1,663,542 2,601,006  -937,464 8,282,874 － 

簡易水道事業 

会計 
法 適 27,910 27,297 4,000 0 14,601 － 

水道事業会計 法 適 2,494,562 11,378,440  -8,883,878 10,210,321 － 

下水道事業会計 法 適 4,841,467 11,470,769  -6,629,302 15,459,745 － 

農業集落排水 

事業会計 
法 適 105,989 133,630  -27,641 42,299 － 

中央卸売市場 

事業会計 
法非適 673,110 686,213  -13,103 340,662 － 

  （注）算定方法は次のとおり。 

 

                流動負債等 － 流動資産等 

     資金不足比率 ＝                      

     （法適用）          事業規模 

 

                歳出額等 － 歳入額等 

    資金不足比率 ＝  

    （法非適用）         事業規模 


